
���������
�

��

植木岳雪（千葉科学大学） 

第四紀の地形・地質からみた放射性廃棄物（HLW）の地層処分 自己紹介 

植木　岳雪（うえき　たけゆき）　千葉科学大学危機管理学部　教授　 

東京都立大学地理の出身 

日本第四紀学会　領域5「現在社会に関わる第四紀学」代表，ジオパーク支援委員会委員長 
日本地理学会　ジオパーク対応委員会委員 

専門は，自然地理学（地形発達史），第四紀地質学（層序），理科教育，ジオパークなど 

前職は，経済産業省所管の産業技術総合研究所（つくば）で地質図作成業務に従事 
　企画室に1年間出向　地質地盤情報の公開・利活用，アウトリーチ，本省対応など 

銚子ジオパーク　教育普及委員会委員長，保全部会委員  

原子力発電環境整備機構（NUMO）による科学的特性マップ　　2017年9月 

NUMOリーフレット 

高レベル放射性廃棄物（HLW）の地層処分 

NUMOリーフレット 

P.10

���������
	



���������
�

��

HLWの地層処分の流れ 
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であり，技術開発と対話活動に取り組んでいる。
国内外の関係機関との共同研究なども実施してお
り，2015年度末に包括的技術レポートの取りま
とめを予定している。広報活動，国民との情報共
有のためわかりやすい資料も作成するとしている。

3　HLW処分事業の対話活動（井上氏）
NUMOでは，現在，シンポジウム開催を中心に
対話活動を実施している。しかし，事業を進める上
でNUMOへの信頼構築，安全性への不安の払拭が
できていないことが依然として課題である。過去
にテレビコマーシャルやフォーラムなどさまざまな
取り組みがされていたが，東洋町の取り下げの
後，強化策として，対話型の活動を拡充してきた。
さらに2011年の震災以降，必要性や安全性に重
点を置き，対話活動の原点に立ち返って実施して
いる。全都道府県でのシンポジウムを計画し，
2014年度は30カ所でシンポジウムを開催する予
定である。パネルディスカッションでは，地元の人
やジャーナリストを入れている。そこでは，全ての
質問に回答するようにしている。さらに，シンポジ
ウム開催地近郊のショッピングモール等で3DCG
（3次元コンピュータグラフィックス）や模型展示
車なども利用したトークサロンを開催している（写
真1参照）。一方で大学等では次世代向けに教育
ワークショップやディベートなども実施している。
本講演の冒頭では，参加者に「①地層処分は必
要か？」，「②地元の立地でもよいか？」，「③安全
だと思うか？」の3つの質問がされ，それへの会
場の回答は，①必要は6割，②地元受け入れ賛成

は1割，③安全性については，「どちらかといえ
ば」を入れても3割強だった。
本講演でNUMOは，今後は全国レベルに安全
性と必要性を伝える機会を作りたい，また，科学
的有望地が選定，公表された際には，さらに対話
活動を積極的に実施すると締めくくった。

4　全体質疑
講演の終了後，約30分間の質疑応答を実施

し，部会・他部会の参加者より多方面から客観的
な質問が寄せられた。本稿ではその概要だけを以
下に示すが，会場からの質疑（「　」で表記）は
7件あり，NUMOが回答（『　』で表記）した。
全体質疑の詳細は部会ホームページ（HP）の講
演会レジュメ2）を参照されたい。
長期間の隔離性を担保しなければならない処分
場への人間侵入について，「ピラミッドの墓泥棒
のような人為的な介入を防ぐ構造物が作れるの
か」との質問には，『悪意を持って掘ることを完
全に防ぐことはできないが，鉱物等の価値がある
ものの近いところに埋めることは避けるようにし
ている』と回答した。
また，同じ視点の「1万年後の人類のスタイル
を考慮する必要があるのでは」との質問に，『人
類は存在しないかもしれないが，現状の生活様式

図7　地層処分場の選定評価プロセス1）

写真1　近年開催されたシンポジウム等1）
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NUMO2010のスライド資料 P.5
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HLWの地層処分の時間概念 

地層処分に好ましくない範囲，好ましい範囲 

NUMOリーフレット 

地層処分に好ましくない範囲，好ましい範囲 
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「温故知新」 

「現在は過去の鍵である」 
（ライエル） 

過去を調べて現在を知る， 
将来を予測する 
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地層処分に好ましくない範囲の条件 

1 隆起・削剥，2 火山，3 断層，4 地下水 

NUMOリーフレット 

科学的特性マップ 

隆起・削剥 

10万年で1000 m （＝10 mm/年）隆起するあるいは削剥されると，1000 m地下のHLW が地表に露出 

藤原ほか2005 日本列島の隆起速度 

海岸部は海成段丘の高度から推定 

海岸部は同じ気候条件でできた河成段丘の高度の差から推定 

1万年オーダーの隆起速度は，1-10年オーダーの隆起速度と 
異なることに注意 

段丘が残っていなかったり，段丘の年代が決まっていない 
ところが多いのが問題 

火山灰（テフラ）以外の年代測定法が出てきたが， 
適用例はまだまだ 

隆起・削剥 

最終間氷期（約12.5万年前）の海成段丘の高度 太田ほか1996 

内陸の河成段丘の高度の差と隆起量 
吉山・柳田1995 
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隆起・削剥 
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資料18)から求めた。各山地毎の地形データや侵食
速度を表 3 に示した。
大きな特徴は、中部日本を横切る糸魚川－静岡

構造線の西側に沿って侵食速度の大きいベルトが
存在すること、東北日本と西南日本では背弧側
（内帯）と前孤側（外帯）での侵食速度の対称が
明瞭なことである。
このような侵食速度の地域による違いを生じた

原因は何であろうか。侵食速度を計算する元にな
った基準高度分散量は、平均高度と相関が高いこ
とが経験的に知られている3)。この関係を「数値
地図50mメッシュ（標高）日本Ⅱ、Ⅲ」を使って
改めて定式化した。これらの数値地図がカバーす
る範囲は北海道を除く日本全体である。
ここでは、2.5節で求めた 1 kmメッシュの平均

標高と基準高度分散量について、後者の区間平均
を求めた（図 9 ）。図 9 にプロットされている点
は、平均標高を25mごとの区間に区切り、各標高
区間に含まれる基準高度分散量を平均した値であ
る。図 9 に示した回帰曲線は、日本における地形
の一般的な傾向を表すと考えられ、平均標高（Ｈ）
と基準高度分散量（Ｄ）には次式で表される強い
相関（R＝0.99）がある。

D＝3.9645H0.4458 ……⑸

したがって、侵食速度は高度分散量を介して、

表３　山地ごとの地形量及び侵食速度

山地名 面積
（km2）

平均標高
（m）

高度分散量
（m）

侵食速度
（mm/y）

夕張山地
白糠丘陵
積丹山地
日高山地
狩場山地
恐山山地
白神山地
北上山地（高地）
太平山地
真昼山地
神室山地
朝日山地
阿武隈山地
越後山地
築摩山地
八溝山地
飛騨山脈
足尾山地
飛騨高地
両白山地
秩父山地
伊吹山地
木曽山脈
赤石山脈
美濃三河高原
伊那山地
丹沢山地
鈴鹿山脈
笠置山地
六甲山地
和泉山脈
紀伊山地
諭鶴羽山地
讃岐山脈
耳納山地
筑肥山地
鰐塚山地
肝属山地
飯豊山地
津軽山地
天塩山地
増毛山地
御坂山地
身延山地
天守山地
養老山地
比良山地
布引山地
高見山地
生駒山地
金剛山地
丹波高地
国見山地
出水山地
九州山地
吉備高原
中国山地
丹後山地
高縄山地
四国山地
北見山地
石狩山地
野坂高地
石見高原
筑紫山地

3341.9
1869.8
936.9
6100.5
476.7
539.7
1776.4
8220.4
1199.7
3134.4
1588.1
4264.3
5014.6
5962.6
2601.2
1903.1
5179.0
1150.1
3610.5
4884.1
4793.4
1310.0
1967.3
3190.7
3750.2
838.4
945.5
705.4
997.7
237.3
564.0
8683.8
154.1
755.9
508.9
512.7
1236.5
589.1
1917.5
794.0
7630.5
1380.6
481.8
2152.1
352.6
176.3
282.6
638.4
859.1
244.3
234.7
4084.9
936.6
529.9
7859.5
6044.8
13992.0
977.4
499.9
13301.5
9053.0
3990.7
971.9
4188.5
2799.4

385
306
351
564
491
227
437
474
382
471
486
488
432
831
784
253
1317
461
864
694
829
464
1188
1291
547
930
650
505
337
340
242
441
202
403
501
331
271
333
539
180
214
248
866
558
653
302
390
392
454
162
290
331
374
265
520
328
490
221
393
500
373
658
260
257
302

51.8
41.0
68.5
83.1
79.7
52.1
72.6
59.7
65.5
60.4
67.1
69.9
38.0
83.9
69.5
35.4
106.1
64.6
77.7
91.0
76.8
79.5
85.8
119.4
60.3
90.2
80.8
74.3
40.9
49.2
44.5
77.6
57.8
73.4
64.9
54.2
57.9
66.6
77.2
43.4
34.6
46.1
88.3
88.7
90.3
61.9
66.9
50.2
58.4
28.5
46.7
58.1
56.0
50.3
78.7
47.3
63.4
56.7
59.9
83.7
47.4
56.0
71.1
49.3
53.3

0.260
0.156
0.481
0.735
0.672
0.263
0.546
0.355
0.436
0.364
0.459
0.503
0.132
0.751
0.496
0.113
1.260
0.423
0.634
0.899
0.618
0.668
0.788
1.631
0.363
0.880
0.676
0.576
0.155
0.232
0.186
0.633
0.330
0.560
0.428
0.287
0.332
0.452
0.625
0.176
0.107
0.202
0.842
0.849
0.884
0.384
0.457
0.243
0.338
0.070
0.207
0.334
0.308
0.244
0.652
0.213
0.405
0.317
0.358
0.746
0.214
0.309
0.522
0.233
0.277

図９　平均標高と基準高度分散量の関係
平均標高と基準高度分散量は相関が高い。平均標高が高い

ところでデータがばらつくのは、データ数が少ないためであ
る。地形データは、国土地理院発行の「数値地図50mメッシ
ュ（標高）．日本Ⅱ, Ⅲ」を使用。

図８　基準高度分散量から求めた山地毎の平均侵食
速度

侵食速度の地域性が明瞭である。線で示した値は、扇状地
や崖錐の体積などから求めた数千年～数万年間の平均的な侵
食速度。地形データは、国土地理院発行の「数値地図50mメ
ッシュ（標高）．日本Ⅰ、日本Ⅱ、日本Ⅲ」を使用。

1-10年オーダーの削剥速度は，ダムの堆砂量から推定 

1万-100万年オーダーの削剥速度は，基準高度の分散量などから 
推定　露岩の宇宙線照射年代や，鉱物の熱年代によっても推定 

基準高度の分散量は直接削剥速度を求めているわけではない 

局所的な削剥速度と広域の削剥速度が同じかどうか，難しい 

藤原ほか1999 

山地の発達史 
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末岡ほかの図（2015） 山地はそれぞれ隆起の時期，プロセス，発達過程が異なる 

海水準変動による基準面の変化 
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後期更新世以降の現海岸線付近での下刻平成28年 4 月 17

①10km程度内の範囲を目安にBG層最深箇所の近傍のデー
タを用いる．
②近傍に隆起指標（段丘）が異なる複数のデータがある場
合には，MIS5e海成段丘の旧汀線アングル（段丘面とそ
の背後の段丘崖とが交わる傾斜の急変点）またはMIS5e
の海成層頂面から算出された値の採用をそれ以外の指標
を用いたデータより優先する．
③近傍にMIS5eのデータが複数ある場合には，それらの単
純平均を採用する．

　なお，隆起速度が記載されている地点とBG層の最深部
と見做した地点の間に活断層等がある場合には，活断層等
の鉛直変位速度を考慮する必要があると考えられるが，本
研究の調査では，そのような地点はなかった．
　一方，アトラス9）において当該地点の近傍に隆起量の
データがない場合には，地質リーフレット（以下，リーフ
レット）10）中の最近約10万年間の平均隆起速度マップを参
照し，凡例に示された範囲の中央値を12.5万年換算したも
のを後期更新世以降の隆起量とした．
　沈降量については，アトラス9）ほか文献に記載された第
四系の厚さから第四紀の平均的な沈降速度を求め，これを
12.5万年分に換算した値を以て，後期更新世以降の沈降量
と見做した．
　なお，アトラス9），リーフレット10）に直接の隆起量デー
タは示されていない地域のうち，鳥取平野，出雲平野，瀬
戸内海の多くの地点（No.31～40）については，データを
組み合せる，または，他の文献データも用いるなどして隆

起・沈降量を見積もった．
　以上のいずれの手段でも隆起量・沈降量の両者が見積も
れない箇所については，今回の検討対象としていない．

3.　調査結果と考察

　本研究で採用した海岸付近のBG層の最深部の深さ，沖
積層基底の勾配，BG層の厚さ，MIS5e以降隆起量，および，
それらの根拠（引用内容，推定方法）を巻末付表にまとめ
た．
3.1　最終氷期最盛期の下刻
　BG層の最深部の深さを図-3にヒストグラムとして示し
た．■（黒塗り）の部分である．最も深いのはEL－160m
（No.24，信濃川河口付近），最も浅いのはEL－18m（No.33，
芦田川河口付近）である．このデータセットは，誤差や現
象の理解に起因する様々な不確実性を含んでいる．これら
に触れながら，ここで示したデータの意義について考察し
てみたい．
3.1.1　地質調査自体の誤差
　まず，具体的に考えられるのは， 2章でも触れたBG層
と記載された礫層をより古い埋没段丘礫層（図-2）と誤認
することである．井関5），6）が指摘した沖積層の層序の共通
性は本研究で引用した論文の多くにもその名称が使われて
いることから，専門家の間では広く知られるところであり，
専門家によるBG層の認定の信頼性は高いものと察する．
しかし，とりわけ，河川横断方向の地質断面がなく，河川
縦断方向のデータのみで判断すると，誤認の可能性が全く
ないとは言えない．この誤認は，埋没段丘礫層がBG層の
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図-2　沖積層基底部の読取り
上図は河川流下方向の縦断図，下図は海岸線方向の横断図をそれぞれ模式的に描いた
ものである．海岸線付近の沖積層基底の深さとしてD値を調べた．
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氷期には100 m以上海面が低下する 

海面が低下すると，陸化して谷が掘れる 
NUMOの資料 

幡谷ほか2016 

→削剥量に下刻量を加える必要性がある 

火山 

産総研のHP 活火山の分布 第四紀火山の分布 

火山の分布についてはよくわかっている．いつ，どのように噴火するかの予測が必要． 
そのためには過去の噴火の情報が必要． 
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火山 

変化がマグマをしぼり出す，あるいは発泡させて噴火に
至らしめるなど、の具体的フ。ロセスが考案されている. も
し，地殻応力場の変化が火山噴火の引き金をひくとすれ
ば，火山の内部過程に外部からの影響が加わることにな
るから，その時点でその火山の噴出量階段図に何らかの
変化がみられてもよいだろう
本論文では，まず噴出量階段図の基本概念を説明し，
その形状によって火山を 4 つの型( 時間予測型，噴出量
予測型，完全周期型，不規則型) に分類する提案，およ
びそれぞれの実例について述べる. 次に，マグマ供給系
を支配するパラメータに関するいくつかの仮定をもうけ
ることによって，これら 4種の型の成因を論じる. また，
火山周辺の地殻応力場の変化が火山の内部構造やプロセ
スを変化させ，噴出量階段図の形状を変化させ得ること
を示し，逆に噴出量階段図から地殻応力場の変化の有無
や性質に関する情報をひきだす可能性について議論す
る.

浩小山真人・吉田
図の細かな形状を鍵としてマグマ供給系の構造や内部過
程をしらべる研究はほとんどおこなわれていない.
噴火時期の長期的予測においては，噴火年代や噴出量
の規則性に注目することのほかに，火山周辺で生じる地
震と噴火との関連を重視する見解が古くから提唱されて
きた( 例えば，中村， 1975; 木村， 1978). すなわち，火
山周辺で生じる地震が噴火の引き金をひくメカニズムが
存在するという見方であり，そのようなメカニズムとし
て，地震によって生じる地殻応力( あるいは地殻歪) の

178 

n
u
a
u
a
u

必
骨
内

ζ
n
u

(切』@山
NOF)hO』ωco一伺
E』
@
Z
H
O〉
zgコEコO 2. 時間一積算噴出量階段図( 噴出量階段図)

Nakamura (1964) は，噴火堆積物の野外調査にもとづ
いて過去 14∞年間の伊豆大島火山で生じた個々の噴火
の噴出量をもとめ，噴出量階段図をえがいた (Fig. 1). 
火山の噴火史を，積算噴出量の時間変化という視点から
初めて定量化した画期的な仕事であった. しかし，火山
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Fig. 1. Cumulative changes in magma discharge 
(shown as thermal energy) from Izu Oshima Vol-
cano， Japan， for the last 1，4∞ years (after 
Nakamura， 1964). 
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179 噴出量の累積変化からみた火山の噴火史と地殻応力場
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Fig. 3C. Cumulative changes in m a g m a  discharge 
from Asama Volcano， Japan， made from the 
data by Hayakawa (1994). Solid circ1e  shows an 
endpoint of each historical eruption. T w o  
dashed lines show strictly-periodic， predictable 
lines for the endpoints and startpoints of large 
eruptions. 
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Fig. 3A. Cumulative changes in m a g m a  discharge 

from the Coso Range volcanic field， Califomia 
(after Bacon， 1982). M a g m a  discharge is shown 
as cumulative volumes of rhyolites and basalts. 
Thin line shows a  time-predictable line for each 
stepdiagram. 
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Fig. 3D. Cumulative changes in m a g m a  discharge 
from the Higashi Izu monogenetic volcano field 
(Hayakawa and Koyama， 1992). 
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Fig. 3B. Cumulative changes in m a g m a  discharge 
from Towada Volcano， Japan， made from the 
daUt by Hayakawa (1985) and his unpublished 
data. T hin lines show volume-tredictable lines 
for periods QーL and L - A， respectively. 
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過去実際に日本付近で生じたプレート境界地震につい
て，横軸に時間，縦軸に積算スリップ量の指標としての
積算地震時隆起量をとった階段図をえがき，日本付近の
海溝型プレート境界地震が time-predictable型の性質を
もつことを示した.
島崎・中田の仕事が契機となって火山の噴出量階段図
が見直され. Bacon (1982) や Wadge (1982) の仕事を皮
切りに世界中の火山の階段図をえがく作業がおこなわれ
るようになった (Hayakawa，1985; Kuntz et al.， 1986; 
McNutt and Beavan， 1987; 宮地， 1988; Civetta et al.， 

の噴出量階段図をえがく作業は，その後しばらくの間あ
まり進展をみせなかった.
1980年代になって，階段図は意外な面から見直される
ことになる. Shimazaki and Nakata (1980) は，特定断層
上で繰り返す地震のエネルギー放出パターンとして，
(1) 地震の先行期間の長さがそれに先立つ地震のスリッ
プ量に比例する time-predictable型， (2) ある地震のス
リップ量がその地震の先行期間の長さに比例する slip-
predictable型， (3) 先行期間の長さとスリッフ。量がいつ
も等しい strictly-periodic型，の 3種を考えた. そして，

噴出量階段図 
小山・吉田1994 

火山 

allow us to quantify the likelihood of future events
in Japan. The best estimate for the frequency of
M 6 7 eruptions is between 0.10 and 0.073 events
per 1000 years, based on past eruption records and
probability analyses applying the Weibull distribu-
tion to the M-F relationship (Table 1). Assuming an
independent process for each catastrophic eruption
and a constant mean occurrence rate, the occurrence
of catastrophic eruptions can be described by a
homogeneous Poisson distribution.2),18) It is then
possible to derive the probability of such eruptions
recurring in the near future (Table 1). There is 0.73–
1.0% probability of M 6 7 event, and 0.25–0.26% of

M 6 8 event occurring in the next hundred years.
Although these probabilities seem low, it should be
stressed that immediately before the 1995 Kobe
Earthquake the 30-year probability of such an
earthquake occurring was 0.38–7.8% (ref. 19).

In order to assess the risks associated with future
catastrophic eruptions in Japan, we need to evaluate
the hazards posed by past events. The Aira eruption
(M F 8.4) that occurred at 928 ka in Kyushu Island
(Fig. 2), is used as a reference eruption, since the
distribution of ignimbrite and tephra erupted is well
documented.20),21) This eruption resulted in forma-
tion of the Aira caldera with a diameter of 20 km.

500 km
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Fig. 2. Distributions of caldera-forming (red circles; <120 ka) and other active (black diamonds) volcanoes in Japan. Map also shows
Ignimbrite distribution and tephra isopachs for a M F 8.4 catastrophic eruption that occurs in central Kyushu, and the number of
people currently living within the areas covered by the isopachs. Caldera-forming volcanoes that caused catastrophic eruptions are
located in regions of low strain rate (<0.5 # 108/y, pink area; cf, regions of high strain rate beyond 0.5 # 108/y in blue), suggesting
that low strain-rate may encourage segregation and ascent of silicic magma, and enable it to collect in large magma reservoirs. VF,
volcanic front.
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巨大カルデラ噴火 
→滅多に起きないが，起きたら避けられない．日本全体では数万年に1回は起きる 

町田・新井2003 

活断層 

9

活断層の階段モデル図

ず
れ
の
累
積
量

一回のずれ量（変位量）

地震の
再来間隔（活断層の活動間隔）

平均変位速度
（ずれの累積速度）

地震

時間（年）の経過

活 断 層 の 活 動 の 仕 方

日本の活断層のほとんど全ては間欠的で、一瞬大きく

動いて地震を発生させたあと、次の地震まで全く動きませ

ん。多くの場合、小さな地震も起こしていません。そのよ

うな性質のため、とくに調査しないと活断層の存在に気が

つかないのです。

間欠的に動くといっても、全く気まぐれということはなく、

ほぼ定期的にほぼ同じような規模で動くと考えられていま

す。下の図の階段モデルはそのことを模式的に示したもの

です。一般に一つの活断層では活動の間隔は1000年から

数万年以上と長いので、活断層の多くは歴史時代に活動

していません。

活 断 層 の 活 動 度

このように活断層は極めてまれにしか活動しないので、

その活断層の活動の程度は長い期間でのずれの累積量

から判断します。長期間のずれの量をその期間の年数で

割った値（平均変位速度）でその活断層の活動度を表現

しています。活動度はA級、B級、C級に分けられていま

す。（下の表参照）

一般に活動度の大きい活断層ほどひんぱんに大地震を

起こします。

活断層の活動度と平均変位速度

活動度 平均変位速度

A級 1000年あたり1.0m以上10m未満

B級 1000年あたり0.1m～1.0m未満

C級 1000年あたり0.1m未満

（松田時彦　1998年研修会講義資料より）

内閣府HP 

地震本部HP 

活断層 

域における活断層相互の比較検討が可能 となつてきた.
そこで,1927年 北丹後地震時に活動 した郷村 ・山田断

層,1943年 鳥取地震時の吉岡 ・鹿野断層,2000・年鳥取県
西部地震域の活断層だけでなく,鳥 取県東部を斜断する雨
滝一釜戸断層常や島根半島東部を縦断する鹿島断層など,
近年詳しい調査が実施されてきた活断層についても,そ れ
らの性質を検討し,山 陰地域の活断層に共通する現象や特

徴について考察する.
ところで,GutscherandLallemand(1999)は 主に近年発

生した地震の発震機構解と分布などから考察して,山 陰地
域に沿う北中国勢断帯(NorthChugokuShearZone)と 名

付けた右横ずれ断層帯を提唱している(第1図)が,活 断層
に関する情報はほとんど取 り扱われていない.ま た,Itoh
etaL(2002)は 南部日本海断層帯(SouthernJapanSeaFault
Zone:SJSFZ)と 名付けた右横ずれ活断層帯が,島 根半島

南側から南部 日本海を経て越前岬の北側に至る約300krn
にわたつて東北東一西南西方向へ延びるとみなしている.
この両側の陸上部での活断層地形とその間の日本海底で行
われた探査結果による活構造について検討 して,中 央構造

線活断層系と対をなす島弧並行活断層帯の存在を提唱して
いる(第1図).
上:述のように,山 陰地域は最近の約150年 間には,M7
クラス以下の大地震が多発 しており,地 殻変動が活発な地

帯と予想されるが,一 方,海 成段丘の分布高度や活断層の
分布密度 ・活動性などから見ると,第 四紀後期の地殻運動

が と くに顕著 であ る とは考 え られ ない(小 池 ・町 田編,

2001).こ う した特異 な地域であ るので,丹 後半 島か ら島

根半島 までの区間における主 な活断層 と地震断層 の諸特徴

を東か ら西へ次 に考察す る.

北 丹 後 地震 の地 震 断 層 の特 徴

1927(昭 和2)年3月7日 に丹後半 島の基部付近(北 緯:

35.530,東 経:135.15.)を 震 央 とした大地震(M:7.3,深

さ:Okm)が 起 り,甚 大 な被 害が周辺域 に生 じた(山 崎,

1985;宇 佐 美,1987).こ の地震 は一般 には北丹後地震 と

よばれ,こ れに伴つ て,郷 村 断層帯および山田断層帯で代

表 され る,2系 統 の明瞭な北丹後地震 断層系が現れ た(岡

田 ・松 田,1997;第3図).こ の 地震 は1923年 関 東地震

(M:7.9)や1925年 但 馬地震(M:6.8)に 続 いて発生 したの

で,社 会的関心が高 く,多 くの機関の研 究者が震災地域を

訪れて,被 害や地震断層の調査 を行 い,実 に数多 くの研究

成果が公表 されている(中 村,1927;YamasakiandTada,

1928;渡 辺 ・佐藤,1928;田 中,1928;山 崎,1985;岡

田 ・松 田,1997).近 年 になつ ても,地 質調査所 に よるボ
ー リングや トレンチ掘劇調査 が実施 され(佃 ほか ,1989a,

1989b,1993),段 丘 面 と広域火山灰層 との関係 も判明 した

(植村,1981,1985)の で,活 動履歴 ・間隔や変位速度 など

が解明 されて きた.と くに,北 丹後地震時の地震断層 の総

括 や断層変位地形,さ らに地質 との対応 などか ら,以 下の

2000年鳥取県西部地震 
→活断層がないとされてきたところにも， 
　活動度が低いものがある（C級活断層問題） 

岡田2002 

2011.4.11福島県浜通り地震 
→海溝型地震に誘発された内陸地震．正断層型，同時多発． 
　断層地形不明瞭 
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ない確実度Ⅱあるいは推定活断層が活動して，明瞭な地震断

層を伴う大地震が発生した，3）ひとつの地震で，独立した 2
条の断層（湯ノ岳断層・井戸沢断層）が同時に破壊した，4）
海溝型超巨大地震の発生に誘発されて活動する内陸活断層が

存在することが明らかとなった，ことである．2011年 3月
の海溝型超巨大地震およびそれに誘発された 2011年 4月の
内陸直下型地震は，近代的な地震・活断層研究が始まって以

降の 100年間では非常に特異なイベントであった．一方，
より長期間（数百～千年）の地震サイクルの中では繰り返し起

こってきた定常的な事象であるという指摘もある（佐竹, 
2011）．よって，東北地方太平洋沖地震に誘発された 2011
年 4月の地震の地形・地質学的背景を明らかにすることは，
活断層から発生する地震の適切な評価および海溝型超巨大地

震と活断層の相互作用を理解する上で極めて重要である．

2011年 4月 11日に出現した地震断層については，地震
直後から多くの大学・研究機関が調査を行い，その調査速報

がホームページで公開されてきた（例えば, 東京大学地震研
究所,（独）土木研究所, 応用地質株式会社,（独）産業技術総合
研究所など）．我々も上記の観点から，4月 16～17日の調
査を皮切りに，数次の現地調査を実施してきた．地震断層

は，アクセスの困難な山地域を通過する箇所も多く，全域を

踏査し詳細にマッピングするにはかなりの時間を必要とす

る．我々の調査も未踏査の区間をいくつか残しており，調査

は現在も継続中であるが，地震断層の分布の概要や特徴につ

いてはほぼ解明できたと考えている．また，地震断層の分布

や特徴を記載するのに加え，2011年 9月には，井戸沢断層
に沿って現れた地震断層のトレンチ掘削調査を行い，4月の
地震のひとつ前の断層活動の地質学的痕跡を見いだした．

本論文では，地震断層の出現位置や変位量分布および井戸

沢断層の活動履歴について，我々自身の調査結果を速報的に

報告する．地震断層やトレンチ壁面の詳細な記載は，別稿に

て行う予定である．また，多くの機関による調査結果は速報

としてホームページに公開されている段階であるので，これ

らを網羅的に紹介することはしない．

2011年 4月 11日に発生した福島県浜通りの地震の概要

1．東北地方太平洋沖地震に誘発された正断層型の地震活動
東北地方太平洋沖地震に伴って震央付近の海底は東南東に

約 24 m移動し（Sato et al., 2011），陸上では牡鹿半島が東
南東に 5.3 m移動した（Ozawa et al., 2011）．これにより，
東北地方の地殻が東西方向に大きく引き伸ばされた．これま

で東北日本弧は太平洋プレートに押され東西に圧縮されてい

Fig. 1. Diagram showing the 
spatial relationship between 
post-Tohoku-oki earthquakes 
and increased Coulomb fail-
ure stress for normal faults 
caused by the 2011 Tohoku-
oki earthquake; beach balls 
are color-coded using the 
Frohlich diagram (Frohlich, 
2001) and represent focal 
mechanisms determined by 
the NIED (National Research 
Institute for Earth Science and 
Disaster Prevention) F-net 
(depth d 20 km, occurring be-
t w e e n  2 0 1 1 / 0 3 / 1 1  a n d 
2011/08/10). Coulomb stress 
change is resolved for normal 
faults with strike 155°, dip 
60°, and rake ‒90° at a depth 
of 10 km. Source fault models 
of Wei et al. (2011) were used 
during computation; note that 
the majority of the shallow 
normal faulting events may 
have been at least partially in-
duced by the main shock.
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改めて科学的特性マップを見る 

海溝型地震に誘発される活断層があるのではないか 

C級活断層があるのではないか 

カルデラ噴火が起きるのではないか 

隆起・削剥が大きいのではないか 

HLWの地層処分に適当な場所 

湿潤変動帯の日本に，今の技術で適当な場所はあるのだろうか？ 

せ       ᪨ 

㸯 సᡂࡢ⫼ᬒ 

 ᪥ᮏᏛ⾡఍㆟2010ࠊࡣᖺ㸷᭶㸵᪥ࠊཎᏊຊጤဨ఍ጤဨ㛗ࠕࡽ࠿㧗ࣞ࣋ࣝᨺᑕᛶᗫᲠ≀ࡢ

ฎศࡿࡅ࠾࡟⤌ྲྀࡢᅜẸ࡟ᑐࡿࡍㄝ᫂ࡸ᝟ሗᥦ౪ࡾ࠶ࡢ᪉ࡢ࡚࠸ࡘ࡟ᥦゝࠖࡵ࡜ࡲࡾ࡜ࡢ

ウጤဨ఍᳨ࠖࡿࡍ㛵࡟ฎศࡢ≀㧗ࣞ࣋ࣝᨺᑕᛶᗫᲠࠕㄢ㢟ูጤဨ఍ࠊࡅཷࢆᑂ㆟౫㢗࠺࠸࡜

2012ࠊ࠸⾜ࢆᑂ㆟ࡓࡗ㏉ࡕ❧࡟ཎⅬࠊࡣጤဨ఍࡛ࠋࡓࡋ⨨タࢆ ᖺ㸷᭶ 11 ᪥࡟ཎᏊຊጤဨ

఍ጤဨ㛗࡟ᅇ⟅ࠋࡓࡗ⾜ࢆ 

 ᅇ⟅࡛ᥦ♧ࡓࡋᥦゝࢆᨻᗓ➼ࡀᨻ⟇➼࡟཯୍ᫎࡾࡼࠊ࡟ࡵࡓࡿࡍࡃࡍࡸࡋᒙࡢලయ໬ࢆ

ᅗࡀ࡜ࡇࡿ㔜せ࡛ࡢ࡜ࡿ࠶ㄆ㆑2013ࠊࡽ࠿ᖺ㸳᭶ࠕ࡟㧗ࣞ࣋ࣝᨺᑕᛶᗫᲠ≀ࡢฎศ࡟㛵ࡍ

࡜఍♫࡜⾡ᢏ࡚࠸ࡘ࡟⟇᪉࡞ලయⓗࡾࡼࡢ⟆ᅇࠊࡋ⨨タࢆウጤဨ఍᳨ࠖࣉࢵ࢔࣮࢛ࣟࣇࡿ

ࡢ௨ୗࠊᯝ⤖ࡓࡡ㔜ࢆウ᳨ࡽ࠿ⓗどⅬྜ⥲࠺࠸  ࠋࡓࡵ࡜ࡲࡾྲྀࢆᥦゝࡢ12

 

㸰 ᥦゝࡢෆᐜ 

(1) ᬻᐃಖ⟶ࡢ᪉ἲ࡜ᮇ㛫 

ᥦゝ㸯 ᬻᐃಖ⟶ࡢ᪉ἲࢫࣛ࢞ࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟ᅛ໬యࡢሙྜࡶ౑⏝῭⇞ᩱࡢሙྜࠊࡶᏳ඲

ᛶ࣭⤒῭ᛶࡢ୧㠃ࠊ࡚࠼⪄ࡽ࠿஝ᘧ㸦✵෭㸧࡛ 㸦ᐜჾ㸧ࢡࢫࣕ࢟ࡘᣢࢆ⬟ᐦᑒ࣭㐽ⶸᶵࠊ

 ࠋ࠸ࡋࡲᮃࡀ⟶ᆅୖಖࡿࡼ࡟⾡㸧㈓ⶶᢏࢺࢵࣆ㸦ࢺ࣮ࣝ࣎ࡣ࠸ࡿ࠶

ᥦゝ㸰 ᬻᐃಖ⟶ࡢᮇ㛫ࡣཎ๎50ᖺ30ࡢึ᭱ࠊࡋ࡜ᖺࢆ࡛ࡲ┠㏵᭱࡟⤊ฎศྜࡢࡵࡓࡢ

ពᙧᡂ࡜㐺ᆅ㑅ᐃ࡟ࡽࡉࠊ❧ᆅೃ⿵ᆅ㑅ᐃࡢࡑࠊ࠸⾜ࢆᚋ20ᖺ௨ෆࢆ┠㏵࡟ฎศሙࡢᘓ

タࠊ࠾࡞ࠋ࠺⾜ࢆኳኚᆅ␗࡝࡞୙ ࡢ஦ែࡓࡌ⏕ࡀሙྜࡣᘏ㛗ࡾ࠶ࡶᚓࠋࡿ 

 

(2) ஦ᴗ⪅ࡢⓎ⏕㈐௵࡜ᆅᇦ㛫㈇ᢸࡢබᖹᛶ 

ᥦゝ㸱 㧗ࣞ࣋ࣝᨺᑕᛶᗫᲠ≀ࡢಖ⟶࡜ฎศࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟Ⓨ㟁࡟కࢆࢀࡑ࠸Ⓨ⏕ࡓࡏࡉ

஦ᴗ⪅ࡢⓎ⏕㈐௵ࡀၥࠊࡓࡲࠋࡿ࠶࡛ࡁ࡭ࡿࢀࢃᅜẸࠊࡣᮏព࠿୙ᮏពࡎࡽࢃ࠿࠿࡟࠿

ཎᏊຊⓎ㟁ࢆ࡜ࡇࡓ࠸࡚ࡗ࡞࡜⪅┈ཷࡢ⮬ぬࠊࡋᬻᐃಖ⟶᪋タ᭱ࡸ⤊ฎศሙࡢ㑅ᐃ࡜ᘓ

タ࡟㛵ࡿࡍබㄽᙧᡂࡢ࡬✚ᴟⓗ࡞ཧຍࡀồࠋࡿࢀࡽࡵ 

ᥦゝ㸲 ᬻᐃಖ⟶᪋タࡣཎᏊຊⓎ㟁ᡤࢆಖ᭷ࡿࡍ㟁ຊ఍♫ࡢ㓄㟁ᅪᇦෆࡢᑡࡶ࡜ࡃ࡞

㸯࠿ᡤࠊ࡟㟁ຊ఍♫ࡢ⮬ᕫ㈐௵࡚࠸࠾࡟❧ᆅ㑅ᐃཬࡧᘓタࡀ࡜ࡇ࠺⾜ࢆᮃࠊࡓࡲࠋ࠸ࡋࡲ

㈇ᢸࡢබᖹᛶࡢほⅬࡢࡇࠊࡽ࠿᪋タࡣཎᏊຊⓎ㟁ᡤ❧ᆅⅬ௨እ࡛ࡢᘓタࡀᮃࠋ࠸ࡋࡲ 

ᥦゝ㸳 ᬻᐃಖ⟶᭱ࡸ⤊ฎศࡢ❧ᆅೃ⿵ᆅࡢ㑅ᐃཬࡧ᪋タࡢᘓタ࡟⌮⟶࡜ᙜࠊࡣ࡚ࡗࡓ

❧ᆅೃ⿵ᆅᇦཬࡿࢀࡲྵࡀࢀࡑࡧᅪᇦ㸦㞟ⴠࠊᕷ༊⏫ᮧࡸ㒔㐨ᗓ┴࡝࡞ከᵝ࡞㏆㞄⮬἞

య㸧ࡢពྥࢆ༑ศ࡟཯ᫎࠋࡿ࠶࡛ࡁ࡭ࡍ 
 

(3) ᑗ᮶ୡ௦ࡢ࡬㈐௵ࡿ࠶⾜ື 

ᥦゝ㸴 ཎᏊຊⓎ㟁ࡿࡼ࡟㧗ࣞ࣋ࣝᨺᑕᛶᗫᲠ≀ࡢ⏘ฟ࠺࠸࡜୙ྍ㏫ⓗ࡞⾜Ⅽࢆ㑅ᢥ

ࡢᏳ඲ᛶࡢ࡚࠸ࡘ࡟⟶ᬻᐃಖࠊࡋ┬཯࡟ᦸ┿ࢆ௵ୡ௦㈐ࡿࡍᑐ࡟ᑗ᮶ୡ௦ࡢୡ௦⌧ࡓࡋ

☜ಖࡣゝࡢࡑࠊࡃ࡞ࡶ࡛ࡲ࠺ᮇ㛫࡚࠸ࡘ࡟୙ᚲせ࡟ᘬࡁᘏࡣ࡜ࡇࡍࡤ㑊ࠋࡿ࠶࡛ࡁ࡭ࡿࡅ 

ᥦゝ㸵 ཎᏊຊⓎ㟁ᡤࡢ෌✌ാၥ㢟࡟ᑐࠊࡣุ᩿ࡿࡍᏳ඲ᛶࡢ☜ಖ࡜ᆅඖࡢ஢ゎ࡛ࡅࡔ

ii 

ィࡿࡍ㛵࡟⟶ᬻᐃಖࡧಖཬ☜ࡢಖ⟶ᐜ㔞ࡢ≀㧗ࣞ࣋ࣝᨺᑕᛶᗫᲠࡿࡍ⏕Ⓨ࡟ࡓ᪂ࠊࡃ࡞

෌✌ാࡢࡲࡲࡓࡋ࡟࠸ࡲ࠸࠶ࢆ⏬ィࡿࡍ㛵࡟⟶ᬻᐃಖࠋࡿ࠶࡛ࡁ࡭ࡍ࡜௳᮲ࢆసᡂࡢ⏬

 ࠋࡿࡍព࿡ࢆ௵㈐↓ࡿࡍᑐ࡟ᑗ᮶ୡ௦ࠊࡣ

 

(4) ᭱⤊ฎศࡓࡅྥ࡬❧ᆅೃ⿵ᆅࢡࢫࣜ࡜ホ౯ 

ᥦゝ㸶 ᭱⤊ฎศࡢࡵࡓࡢ㐺ᆅࡢ≦⌧ࠊ࡚࠸ࡘ࡟ᆅ㉁Ꮫⓗ▱ぢࢆヲ⣽ྫྷ࡟࿡࡚ࡋ඲ᅜࡃ

ධࡋ⏦ࡢࡽ࠿ᅜࠊࡣ࡟ࡿࡍ㑅ᐃࢆᆅೃ⿵ᆅ❧ࠊ࡛ୖࡢࡑࠋࡿ࠶࡛ࡁ࡭ࡍ໬ࢺࢫࣜࡃ࡞ࡲ

ධཷ࡞Ⓨⓗ⮬ࡢ἞య⮬ࡿ࠸࡚ࡋ⨨఩ࡀᆅᇦࡿࡍヱᙜࠊࡃ࡞ࡣ࡛ࡅࡔ᪉ἲࡓࡋ࡜๓ᥦࢆࢀ

Ꮫᢏ⾡ⓗၥ㢟᳨ウᑓ㛛ㄪᰝጤဨ఍⛉ࠕࠊࡣ໬ࢺࢫࣜࡢ㐺ᆅࡢࡇࠋࡿ࠶࡛ࡁ࡭ࡍᑛ㔜ࢆࢀ

㸦௬⛠㸧ࠖ  ࠋ࠺ᢸࡀ

ᥦゝ㸷 ᬻᐃಖ⟶ᮇ㛫୰ࡁ࡭ࡍ࡞࡟㔜せㄢ㢟ࠊࡣᆅᒙฎศࢡࢫࣜࡢホ౯ࢡࢫࣜ࡜పῶ⟇

ࢆぢゎࡿ࡞␗࡚ࡋᑐ࡟ཎᏊຊⓎ㟁ࠊ࡚ࡋ㛵࡟Ᏻ඲ᛶࡢᆅᒙฎศࠋࡿ࠶࡛࡜ࡇࡿࡍウ᳨ࢆ

ᣢࡘከᵝ࡞ᑓ㛛ᐙࠊ࡚ࡗࡼ࡟༑ศ࡞㆟ㄽࡀ࡜ࡇࡿࢀࡉ࡞ࡀᚲせ࡛ࡢࡽࢀࡇࠋࡿ࠶ㄢ㢟ࡢ

 ࠋ࠺ᢸࡀᏛᢏ⾡ⓗၥ㢟᳨ウᑓ㛛ㄪᰝጤဨ఍ࠖ⛉ࠕࡶࡵ࡜ࡲࡾྲྀ

 

(5) ྜពᙧᡂࡓࡅྥ࡟⤌⧊యไ 

ᥦゝ 10 㧗ࣞ࣋ࣝᨺᑕᛶᗫᲠ≀ၥ㢟ࢆ♫఍ⓗྜពࡢୗ࡟ゎỴࠊ࡟ࡵࡓࡿࡍᅜẸࡢពぢࢆ

཯ᫎࡓࡋᨻ⟇ᙧᡂࢆᢸࠕ࠺㧗ࣞ࣋ࣝᨺᑕᛶᗫᲠ≀ၥ㢟⥲ྜᨻ⟇ጤဨ఍㸦௬⛠㸧ࠖ ࡍ⨨タࢆ

ၥ㢟ᅜẸ఍㆟㸦௬⛠㸧ࠖࡳࡈࡢ᰾ࠕࠊࡣጤဨ఍ࡢࡇࠋࡿ࠶࡛ࡁ࡭ ཬࠕࡧ⛉Ꮫᢏ⾡ⓗၥ㢟᳨

ウᑓ㛛ㄪᰝጤဨ఍ࠖࢆ⤫ᣓࠋࡿࡍᮏጤဨ఍ࡣᵝ࡞ࠎ❧ሙࡢ฼ᐖ㛵ಀ⪅࡟㛤ࡓࢀ࠿ᙧ࡛ጤ

ဨࢆ㑅ฟࡿࡍᚲせࡢࡑࠊࡀࡿ࠶ࡀ୰᰾࣓ࣥࡣ࣮ࣂཎᏊຊ஦ᴗࡢ᥎㐍࡟฼ᐖ㛵ಀࢆᣢ࡞ࡓ

 ࠋࡿࡍ࡜⪅࠸

ᥦゝ 11 ⚟ᓥ➨୍ཎᏊຊⓎ㟁ᡤ࡞⏒⃭ࡢ஦ᨾࡢࡑ࡜ᚋࡢฎ⌮㐣⛬ࠊ࡚࠸࠾࡟ᅜẸࡣ⛉Ꮫ

⪅㞟ᅋࠊ㟁ຊ఍♫ཬࡧᨻᗓ࡟ᑐࡿࡍ୙ಙឤࢆເࠊࡏࡽཎᏊຊⓎ㟁㛵ಀ⪅࡟ᑐࡿࡍᅜẸࡢ

ಙ㢗ࡣ኱ࡃࡁᦆࠋࡓࢀࢃ࡞㧗ࣞ࣋ࣝᨺᑕᛶᗫᲠ≀ฎศၥ㢟࡛ࡢࡇࡣಙ㢗ࡢᅇ᚟࡟≉ࡀ㔜

せ࡛ࠋࡿ࠶ᦆࡓࢀࢃ࡞ಙ㢗㛵ಀࢆᅇ᚟ࠊ࡟ࡵࡓࡿࡍᕷẸཧຍ࡟㔜ࠕࡓ࠸⨨ࢆࡁ᰾ࡳࡈࡢ

ၥ㢟ᅜẸ఍㆟ࠖࢆタ⨨ࠋࡿ࠶࡛ࡁ࡭ࡍ 

ᥦゝ12 ᬻᐃಖ⟶ཬࡧᆅᒙฎศࡢ᪋タࡢ⌮⟶࡜Ᏻ඲ᛶ࡟㛵ࡿࡍ⛉Ꮫᢏ⾡ⓗၥ㢟ࡢㄪᰝ

࡭ࡍ⨨タࢆᏛᢏ⾡ⓗၥ㢟᳨ウᑓ㛛ㄪᰝጤဨ఍ࠖ⛉ࠕ࡚ࡋ࡜ㅎၥᶵ㛵࠺⾜࡚ࡋᚭᗏࢆ✲◊

♫ࡋಖ☜ࢆᚊᛶ࣭➨୕⪅ᛶ࣭බṇ୰❧ᛶ⮬ࠊࡣ࡚ࡗࡓᙜ࡟⨨タࡢጤဨ఍ࡢࡇࠋࡿ࠶࡛ࡁ

఍ⓗಙ㢗ࢆᚓࠊ࠺ࡼࡿࢀࡽᑓ㛛ᐙࡢ฼ᐖ㛵ಀ≧ἣࡢ☜ㄆࠊබເ᥎⸀ไࠊබⓗᨭ᥼ࡢཎ๎

 ࠋࡿࡍ⏝᥇ࢆ

 
 㧗ࣞ࣋ࣝᨺᑕᛶᗫᲠ≀ࡢฎศࠊࡣ࡚࠸ࡘ࡟ከࡢࡃᅜ࡛ฎศᆅࡢ㑅ᐃ࡜ᅜẸྜࡢពᙧᡂࡀ

㐍ࠋࡿ࠸࡚ࢀࡽࡵ᪥ᮏ࡛ࡶ᪩ᛴ࡞ᑐᛂࡀᮃࠋࡿࢀࡲ 

iii 

10万年後に絶対安全と言えるのだろうか？ 

「高レベル放射性廃棄物の処分に関する政策提言 –  
　国民的合意形成に向けた暫定保管」 
  
　日本学術会議2015 

現状では暫定保管が最善ではないか？→科学的にも，国民の合意形成としても 

9電力ごとに地上に暫定保管施設，50年保管 

暫定保管の間に，新たな処分方法・技術の開発を行う，原発の継続・廃止の議論が必要 

浅地中保管や中深度保管の方が， 
国民の合意が得られるのでは？ 

HLWの暫定保管 

日本原子力学会原子力安全部会  
第5回夏期セミナー資料 

フィンランドとスウェーデンにおけるHLWの地層処分 
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フィンランド

サイト選定経緯

サイト選定は1983年の処分目標に関する政府
の原則決定に基づいて開始されました。下図に
示すように全国から段階的に絞り込まれました。
最初のサイト確定調査の段階では、文献等によ
る調査で、102カ所の地域が選定されました。そ
のうち5カ所についてボーリング等による概略サ
イト特性調査が行われました。その結果、より適
したサイトと考えられた4カ所について詳細サイ
ト特性調査が行われました。これらの4カ所では、
環境影響評価も行われました。その結果、ポシ
ヴァ社はユーラヨキ自治体のオルキルオトを選定
し、1987年の原子力法で導入された原則決定
手続に基づく申請を1999年に行い、2000年の
政府による原則決定、2001年の国会による承認
により、最終処分地としてオルキルオトが選定さ
れました。

サイト確定調査
1983-1985

詳細サイト特性調査
1993-2000

概略サイト特性調査
1986-1992

ヴェイスツィヴァーラ
（ヒリンサルミ）

ロムヴァーラ
（クーモ）

スィイリ
（シエヴィ）

オルキルオト
（ユーラヨキ）

キヴェッティ
（アーネコスキ）

原則決定の承認
2001

ロムヴァーラ
（クーモ）

オルキルオト
（ユーラヨキ）

キヴェッティ
（アーネコスキ） オルキルオト

（ユーラヨキ）
ハーシュトホルメン
（ロヴィーサ）

ス イ

（　）内は自治体名
（ポシヴァ社EIA報告書より作成）

1983年 廃棄物管理目標の政府による決定
1983～1985年 サイト確定調査
1986～1992年 概略サイト特性調査
1993～2000年 詳細サイト特性調査
1998～1999年 環境影響評価

1999年 予備的安全評価、オルキルオトを
最終処分地として選定し原則決定申請

2000年 政府が原則決定
2001年 原則決定を国会が承認

2004年 地下特性調査施設（ONKALO）の建設
開始

フィンランドの処分事業の流れ

～2012年 地下特性調査施設を含めた詳細調査を
行い、建設許可申請

～2020年 建設許可取得後、建設を実施
操業許可申請を行い、操業を開始

今後の予定

高レベル放射性廃棄物処分に係わる規制行
政機関は、政府、雇用経済省、放射線・原子力
安全センター（STUK）です。国のエネルギー
政策を所管する雇用経済省が処分事業の管理・
監督を行い、STUKが安全規制を行います。な
お、STUKは放射線安全を所管する社会保健
省の下に設置されていますが、STUKには法令
によって、原子力安全と放射線安全について規
制を行う権限が与えられています。また、政府は、
地層処分場の建設計画に関する原則決定を行
うほか、建設・操業の許可発給も行います。

ポシヴァ社原子力発電事業者
（2社）

社会保健省
政　府

規制行政機関

見解

規制
監督

処分場の建設・操業などの許可は、政府が発給します。

実施主体
規制の流れ

解

雇用経済省（TEM）

放射線・原子力安全
センター（STUK）

（ポシヴァ社パンフレット等より作成）
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スウェーデンでは、1972年から原子力発電が開始されました。その導入拡大が政治問題化し、建設
途上の原子炉も複数あったなかで運転開始条件が追加され、高レベル放射性廃棄物の安全な処分
が技術的に可能な場所と方法を提示することが1977年に法律で定められました。その法律は、提示
した場所で実際に処分することを定めたものではありません。この追加条件に対応すべく、国と事業
者は共同で全国ボーリング調査を開始しました。その結果、1985年までに新たに７基が運転開始に至
りましたが、ボーリング調査への強い反対が全国各地で起こりました。
1984年に原子力活動法が整備され、原子力発電事業者の高レベル放射性廃棄物の処分実施責任

が明確化されます。全国ボーリング調査は、それらの事業者の共同出資で1984年に設立されたSKB
社に引き継がれましたが、同社はその活動を打ち切りました。
SKB社は、以前と同様な地質調査を再出発させるのではなく、地元事項に決定権をもつ自治体を最

初の選定単位として、処分地選定を進める方針としました。こうした考え方に対して、３年ごとに行われ
る研究開発プログラムの審査時に「科学的な地質学ではなく、政治的な地質学だ」という批判もありま
した。しかしSKB社は、その設立から8年後、1992年の研究開発実証プログラムで、自治体議会の了
承を得た場所でのみ調査を行う方針を堅持し、２段階構成の処分地選定計画を策定しました。
第１段階の中心は「フィージビリティ調査」です。処分場立地に関心を表明した自治体について、土
地利用・環境・雇用などの社会的側面や既存の地質文献を調査し、地下深部の調査が有望な候補
地を見つけるものです。第２段階の「サイト調査」で地下約1,000mまでのボーリング調査を行います。
政府はSKB社の処分地選定計画に対し、フィージビリティ調査を5～10自治体で、サイト調査は少なく
とも２カ所で実施する条件を加えました。
フィージビリティ調査は1993年から2000年にかけて実施されました。SKB社は1992年に全ての自治
体に調査への参加を求める書簡を送り、公募に応じた２自治体で調査が始まりました。その後、SKB
社が別途実施していた立地方法の研究成果を踏まえて申し入れを行った６自治体を加え、合計８自治
体で調査が実施されました。先行した２自治体では、調査終了後の住民投票により以降の調査への参
加が打ち切られました。
2000年にSKB社は、第２段階のサイト調査を

行いたいとする３カ所の候補地を「研究開発実
証プログラム98の補足書」で公表しました。規
制機関と政府がこの選定結果を了承した後、候
補地のある３自治体のうち、オスカーシャム自治体
とエストハンマル自治体の２つの自治体議会が
調査への参加継続を議決しました。これら２カ所
でのサイト調査は、2002年から2007年にかけて
実施されました。調査結果から、地下岩盤の亀
裂状況や熱伝導特性などの地質学的条件を主
たる理由として、SKB社は2009年6月に、処分
場建設予定地としてエストハンマル自治体のフォ
ルスマルクを選定しました。SKB社は、2011年3
月に処分場の立地・建設の許可申請を行う予定
です。

スウェーデン

サイト選定経緯

ストール
ウーマン

マーロア

エルブ
カーレビー

ティーエルプ

エストハンマル

ニーシェーピン
オスカーシャム

フルツフレッド

公募に応じた2自治体
で、SKB社がフィージ
ビリティ調査を実施。
住民投票の結果を受け
て、以降の調査は打ち
切り。

第1段階 1992年～：

6自治体から、SKB社
がサイト調査を実施す
る地域を含む3自治体
を選定。

2000年：

SKB社がサイト調査と
環境影響評価を実施。

第2段階 2002年～：

SKB社がエストハンマル自治体の
フォルスマルクを選定。

2009年6月：

SKB社がフィージビリ
ティ調査実施を申し入
れた後、議会が受諾し
た6自治体。

第1段階 1995年～：

・サイト調査受け入れを
　否決

・サイト調査を受け入れ

処分場のサイト選定の経緯フィンランド 

スウェーデン 

原子力環境整備促進・資金管理センターのHP 

安定大陸，人口密度低い，原子力の理解あり→日本と異なる 
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長半減期低発熱放射性廃棄物（TRU廃棄物）の地層処分 

その他の問題 

電気事業連合会HP 

おわりに 

・　今後10万年間の地層の安定性を評価するために，第四紀の地形地質の調査研究を進めるべき 

・　HLWの地層処分は，科学的見地から判断できるか（科学の限界）？それともイデオロギーか？ 

・　HLWの地層処分とともに，原発の今後を議論すべき 

・　費用対効果だけでなく，国民の合意形成の観点も必要 

・　固定的でなく，可変的であるべきではないか？ 


